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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　風車翼を取り付けたローターヘッドに連結された駆動・発電機構がナセル内に収納設置
され、前記ローターヘッド内に機器類が設置されている風力発電装置であって、
　前記ローターヘッドと前記ナセルとの間を連結する駆動軸系にロータリージョイントを
介在させ、該ロータリージョイントを通して前記ナセル内から前記ローターヘッド内へロ
ーターヘッド内温度の調整用流体が供給されることを特徴とする風力発電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自然エネルギーの風を回転力に変換する風車を用いて発電を行う風力発電装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自然エネルギーである風力を利用して発電を行う風力発電装置が知られている。
この種の風力発電装置は、支柱上に設置されたナセルに、風車翼を取り付けたローターヘ
ッドと、このローターヘッドと一体に回転するよう連結された主軸と、風車翼に風力を受
けて回転する主軸を連結した増速機と、増速機の軸出力によって駆動される発電機とを設
けたものである。このように構成された風力発電装置においては、風力を回転力に変換す
る風車翼を備えたローターヘッド及び主軸が回転して軸出力を発生し、主軸に連結された
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増速機を介して回転数を増速した軸出力が発電機に伝達される。このため、風力を回転力
に変換して得られる軸出力を発電機の駆動源とし、発電機の動力として風力を利用した発
電を行うことができる。
【０００３】
　上述した従来の風力発電装置においては、回転側のローターヘッド内にピッチ制御装置
等の発熱を伴う機器類が収納設置されている。特に、近年の風車翼大型化に伴い、たとえ
ば風速の変動に応じて翼ピッチを迅速かつ精密に変化させるピッチ制御機構が採用される
ようになるなど、発熱量の大きい機器類の増加とともに、設置環境の温度管理が必要とな
る制御機器類も増加する傾向にある。
【０００４】
　一方、ナセル内部においても、たとえば増速機や発電機等のように、運転時に発熱する
部品が収納設置されている。このため、空気吸気口及び空気排気口を形成し、風車により
運転されるファンによりナセル内部を換気して温度上昇を防止する冷却構造が採用されて
いる。（たとえば、特許文献１参照）
　また、風力発電装置においては、発電機の外周面と外気とを仕切るフレームに設けた複
数のフィンを介して、ロータを回転させた風に対して発電機から発生した熱を放出する冷
却機構が提案されている。この冷却機構は、吸気口、排気口及び冷却用ファンが不要とさ
れる。（たとえば、引用文献２参照）
【特許文献１】特開昭５８－６５９７７号公報
【特許文献２】特開２００２－１３４６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述したように、近年の風力発電装置においては、大出力を得るため風車翼の大型化が
進んでいる。このため、たとえば風車翼のピッチ制御を行う装置に必要な油圧機構等の動
力も増大して発熱量を増すので、風車翼の大型化に伴ってローターヘッド内の温度は上昇
する傾向にある。
　また、回転体のローターヘッド内は、非回転体であるナセル側との間に隙間があるため
、隙間からの雨水侵入が問題となる。さらに、ローターヘッド内で油圧機構の作動油や潤
滑油等の液体が漏出すると、ローターヘッドの回転により漏出した液体を風力発電装置の
周囲にまき散らすことも懸念される。このため、ローターヘッドには密閉構造を採用する
必要があるので、内部機器の発熱量増大による内部温度の上昇は顕著になる。
【０００６】
　しかしながら、ローターヘッドの内部には設置温度の条件が厳しい制御機器類も設置さ
れているので、これらを正常に作動させるためには、ローターヘッド内部を冷却するなど
十分な温度管理が必要となる。
　また、風力発電装置の設置環境が寒冷地となる場合には、ローターヘッドの内部温度が
上述した制御機器類に要求される低温側温度条件を満足する必要がある。さらに、油圧作
動油や潤滑油等の液体についても、低温による性状の変化が問題となるので、ローターヘ
ッド内部を加熱するなど温度管理が必要となる。
【０００７】
　このような背景から、風力発電装置の大型化に伴って、ローターヘッド内部の冷却や加
熱による温度管理を行い、風力発電装置の信頼性や耐久性を向上させることが重要課題と
なっている。
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、ロータ
ーヘッド内部の温度管理を可能にした風力発電装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上記の課題を解決するため、下記の手段を採用した。
　本発明の風力発電装置は、風車翼を取り付けたローターヘッドに連結された駆動・発電
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機構がナセル内に収納設置され、前記ローターヘッド内に機器類が設置されている風力発
電装置であって、前記ローターヘッドと前記ナセルとの間を連結する駆動軸系にロータリ
ージョイントを介在させ、該ロータリージョイントを通して前記ナセル内から前記ロータ
ーヘッド内へローターヘッド内温度の調整用流体が供給されることを特徴とするものであ
る。
【０００９】
　このような風力発電装置によれば、ローターヘッドとナセルとの間を連結する駆動軸系
の適所にロータリージョイントを介在させ、該ロータリージョイントを通して非回転側の
ナセル内から回転側のローターヘッド内へローターヘッド内温度の調整用流体が供給され
るので、必要に応じて冷却や加熱を行って内部温度を管理することができる。
【発明の効果】
【００１０】
　上述した本発明によれば、ローターヘッド及びナセルを連結する駆動軸系の適所にロー
タリージョイントを介在させ、該ロータリージョイントを通して非回転側のナセル内から
回転側のローターヘッド内へローターヘッド内温度の調整用流体を供給可能としたので、
必要に応じてローターヘッド内部の冷却や加熱を行って内部温度を管理することが可能に
なる。このため、ローターヘッド内部に設置される制御機器類を所定の温度範囲内で作動
させ、さらに、低温時における油圧用の作動油や潤滑油等の性状変化を抑制することがで
きるようになり、風力発電装置の信頼性や耐久性の向上に顕著な効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明に係る風力発電装置の一実施形態を図面に基づいて説明する。
　風力発電装置１は、図５に示すように、基礎６上に立設される支柱２と、支柱２の上端
に設置されるナセル３と、略水平な軸線周りに回転可能にしてナセル３に設けられるロー
ターヘッド４とを有している。
　ローターヘッド４には、その回転軸線周りに放射状にして複数枚の風車翼５が取り付け
られている。この結果、ローターヘッド４の回転軸線方向から風車翼５に当たった風の力
が、ローターヘッド４を回転軸線周りに回転させる動力に変換されるようになっている。
【００１２】
　ナセル３の外周面適所（たとえば上部等）には、周辺の風速値を測定する風向風速計７
と、避雷針８とが設置されている。
　ナセル３の内部には、たとえば図１に示すように、ローターヘッド４と同軸の増速機１
０を介して連結された発電機１１を具備してなる駆動・発電機構が収納設置されている。
すなわち、ローターヘッド４の回転を増速機１０で増速して発電機１１を駆動させること
により、発電機１１より発電機出力Ｗが得られるようになっている。
【００１３】
　ナセル３には、内部を換気して冷却するための吸排気口が設けられている。図示の構成
例では、吸入口１２がナセル３の前端部下方に開口し、ナセル３の上面に形成した排気ダ
クト１３の先端に排気口１３ａが開口している。また、ナセル３の適所、たとえば排気口
１３ａの近傍となる排気ダクト１３内には、ナセル３内の換気及び冷却用として冷却ファ
ン１４が設置されている。この冷却ファン１４を運転することにより、吸気口１２からナ
セル３の内部に外気が導入され、この外気は、ナセル３内の必要箇所を通って内部を換気
及び冷却した後、冷却ファン１４を通過して排気口１３ａから流出する。
【００１４】
　また、ナセル３の内部には、ローターヘッド４の内部温度を調整する送風装置２０が設
置されている。この送風装置２０は、内部ファン２１の運転によりナセル３内の空気を送
風してローターヘッド４内の空気温度を調整（冷却または加熱）するものである。
　ここで使用する送風装置２０は、ナセル３内の空気を送風可能な送風機として内部ファ
ン２１を単独設置したものでもよいが、たとえば空調装置等に使用されるヒートポンプや
ヒータを組み合わせて設けることにより、ナセル３内の空気温度を積極的に調整して送風
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可能としてもよい。すなわち、ヒートポンプを組み合わせて構成した送風装置２０の場合
には、図示は省略したものの、冷媒を圧縮して送出する圧縮機と、冷媒の循環方向を選択
切換する四方弁と、冷媒の循環方向に応じて凝縮器または蒸発器として機能する一対の熱
交換器と、キャピラリーチューブや膨張弁等の絞り機構とを備えたものとなる。
　なお、以下の説明では、ナセル３内の空気を冷却または加熱して温度調整する運転全般
について、冷却及び加熱の区別が不要の場合を総称して「温調」と呼ぶことにする。
【００１５】
　ナセル３内の空気（温調用の流体）は、送風装置２０の内部ファン２１が駆動されるこ
とにより、温調配管２２ａ，ロータリージョイント３０及び温調配管２２ｂを通ってロー
ターヘッド４の内部へ送られる。
　この流体は、ローターヘッド４とナセル３との間を連結する駆動軸系のうち、たとえば
増速機１０と発電機１１との間を連結する駆動軸間に介在させたロータリージョイント３
０を通して、ナセル３内からローターヘッド４内へ供給される。すなわち、温調用の空気
を流す温調配管２２ａ，２２ｂは、ローターヘッド４とナセル３との間を連結する駆動軸
系の適所に介在させたロータリージョイント３０を介して、固定側のナセル３から回転側
のローターヘッド４へ連結されている。
【００１６】
　上述したロータリージョイント３０は、固定側部材と回転側部材との間を連結して流体
の供給を可能にする継手であり、たとえば図２に示すように、ナセル３側に固定支持され
る固定側本体３１と、ローターヘッド４側に連結される回転側本体３２とを備え、固定側
本体３１に連結された温調配管２２ａ等の配管内を流れる流体等が、ロータリージョイン
ト３０の内部で回転側本体３２内を通る非回転の温調配管２２ｂ等に供給されている。図
２（ｂ）に示すロータリージョイント３０は、ローターヘッド４内にピッチ制御用の油圧
作動油を供給する油圧油供給管３３と、油圧作動油をナセル３側に戻す油圧油戻し管３４
と、ローターヘッド４内に設置された機器類の各種制御用として必要な電源や制御用の電
線・ケーブル類を通す電線管３５と、ローターヘッド４内の温調空気を供給する温調配管
２２ｂとが通っている。
　また、図３はローターヘッド４とナセル３との接続構造を示しており、図中の符号１５
はローターヘッド４の回転を増速機１０に伝達する主軸である。
【００１７】
　さて、上述した構成の風力発電装置１においては、以下に説明するようにしてロータリ
ーヘッド４内の温調制御が行われる。なお、この温調制御は、たとえばナセル３内に設置
された図示省略のナセル制御装置により実施される運転制御の一部である。
　図４に示すフローチャートは、温調空気の冷却・加熱用としてヒートポンプを備えてい
る送風装置２０の温調制御例を示している。最初のステップＳ１において、外気温の上昇
により、ナセル３内に設置された電気制御品の雰囲気温度が上昇すると、次のステップＳ
２に進む。この場合の外気温及び雰囲気温度は、図示省略の温度センサにより測定されて
ナセル制御装置に入力される。
【００１８】
　ステップＳ２では、ナセル３内の雰囲気温度を測定する温度センサの測定温度がナセル
内電気制御品設定点以上の高温であるか否かを判断する。この結果、雰囲気温度が設定点
以上の高温であるＹＥＳの場合には、ステップＳ３に進んで送風装置２０を運転し、温調
空気としてナセル３内の空気を圧送する。
　こうして圧送された空気は、次のステップＳ４において、必要に応じてヒートポンプに
より冷却される。すなわち、ナセル３内の空気温度が所定値以上に高い場合など、温調空
気として内部ファン２１が吸引したナセル３内の空気は、ヒートポンプの運転により冷却
される。なお、ナセル３内の温度が所定値より低い場合やヒートポンプを備えていない場
合など、ナセル３内の空気をそのままローターヘッド４へ圧送してもよく、このような場
合はステップＳ４が不要となる。
【００１９】
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　必要に応じてヒートポンプで冷却された温調用の空気（冷風）は、次のステップＳ５に
おいて、ロータリージョイント３０を介して送風装置２０からローターヘッド４内へ圧送
される。この結果、次のステップＳ６では、低温の温調空気の供給を受けてローターヘッ
ド４内の冷却が可能となる。
　上述した制御により、ローターヘッド４内に冷風を供給することで内部の温度上昇が抑
制または防止されるので、特に外気温が高い場合においては、ローターヘッド４の内部に
設置されている制御機器類等に設定された運転の上限温度を超えないようにローターヘッ
ド４内を冷却して温度制御することが可能となる。なお、この場合の制御は、ナセル３内
とローターヘッド４内とが略同じ温度であると仮定しているが、ナセル３とローターヘッ
ド４との内部温度に差がある場合には、ナセル３内だけでなくローターヘッド４内の温度
も測定することが望ましい。
【００２０】
　一方、ステップＳ１１において、外気温が低い低温化で長期運転停止からの復帰時、電
気制御品温度低下や油圧作動油や潤滑油等の油脂類が高粘度化するような雰囲気温度の場
合には、次のステップＳ１２に進む。
　ステップＳ１２では、雰囲気温度を測定する温度センサの測定温度がナセル内電気制御
品設定点以下の低温である場合や、油圧作動油等の油脂類設定点以下の低温である場合に
なると、次のステップＳ１３に進む。このステップＳ１３では、送風装置２０の内部ファ
ン２１を運転してナセル３内の空気を圧送する。
　こうして圧送された温調用の空気は、次のステップＳ１４において、必要に応じて送風
装置２０内に設置されたヒートポンプやヒータ等の加熱手段により加熱を受ける。すなわ
ち、加熱手段がヒートポンプの場合、送風装置２０は、上述したステップＳ４の冷却時と
逆方向に冷媒を循環させることにより、内部ファン２１でナセル３内から吸引して圧送し
た温調用の空気を加熱する運転を実施する。
【００２１】
　送風装置２０の加熱手段で加熱された温調用の空気（温風）は、次のステップＳ５にお
いて、ロータリージョイント３０を介してローターヘッド４内へ圧送される。この結果、
次のステップＳ６では、高温の温調空気がローターヘッド４内に供給されるため、ロータ
リーヘッド４内の加熱が可能となる。
　上述した制御により、ローターヘッド４内に温風が供給されて内部の空気温度は上昇す
るので、特に外気温が低い場合のように、ローターヘッド４の内部に設置されている制御
機器類や油脂類等に設定された運転の下限温度を超える低温とないように加熱して温度制
御することが可能となる。
【００２２】
　このような温度制御を行うことにより、ローターヘッド４内の温度管理が可能になるの
で、換気冷却用の隙間を最小限にした密閉に近い構造の採用が可能となり、隙間から雨水
が侵入するという問題を解消することができる。さらに、まんがいちローターヘッド４内
に油圧機構の作動油や潤滑油等の液体が漏出した場合においても、ローターヘッド４の回
転により漏出した液体が風力発電装置１の周囲にまき散らされることもない。
【００２３】
　このように、上述した本発明によれば、ローターヘッド４及びナセル３を連結する駆動
軸の適所にロータリージョイント３０を介在させ、該ロータリージョイント３０を通して
非回転側のナセル３内から回転側のローターヘッド４内へローターヘッド内温度の温調空
気を供給可能としたので、必要に応じてローターヘッド４の内部の冷却や加熱を行って内
部温度を管理することができる。このため、ローターヘッド４の内部に設置される制御機
器類を所定の温度範囲内で作動させ、さらに、低温時における油圧用の作動油や潤滑油等
の性状変化を抑制することができるようになるので、風力発電装置１の信頼性や耐久性を
向上させることができる。
 また、送風装置２０の設置場所をナセル３内とすることができるので、周囲環境がロー
タリーヘッド４内より良好なことに加え、設置場所の確保が容易になるなど利点は多い。
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特に、電気消費量が大きいヒートポンプの圧縮機や加熱用ヒータ等をナセル３内に設置す
ることで、スリップリングの容量を小さくすることができる。
【００２４】
　ところで、上述した実施形態では、送風装置２０を用いてローターヘッド内４へ温調空
気を供給する構成としたが、これに限定されることはなく、他の冷却源や加熱源を採用し
てもよい。また、温調に使用する流体は空気に限定されることはなく、他の気体や液体を
使用してもよい。
　なお、本発明は上述した実施形態に限定されることはなく、たとえばロータリージョイ
ントを介在させる駆動系の位置、ロータリージョイントの型式や構成、ロータリージョイ
ントを通る流体等の種類や数など、その要旨を逸脱しない範囲内において適宜変更するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明に係る風力発電装置の一実施形態を示す要部の断面図である。
【図２】図１に示すロータリージョイントの構成例であり、（ａ）は一部を断面とした平
面図、（ｂ）は（ａ）のＡ－Ａ断面図である。
【図３】ローターヘッドとナセルとの接続構造を示す図である。
【図４】制御部におけるロータリーヘッド内の冷却・加熱制御例を示すフローチャートで
ある。
【図５】風力発電装置の全体構成例を示す図である。
【符号の説明】
【００２６】
　　１　　風力発電装置
　　２　　支柱
　　３　　ナセル
　　４　　ローターヘッド
　　５　　風車翼
　　７　　風向風速計
　１０　　増速機
　１１　　発電機
　２０　　送風装置
　３０　　ロータリージョイント
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